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建築入札グループ
１　建設工事及び測量・建設コンサルタントの委託関係の入札執行、契約締結及び支出事務

都市整備部(出先機関)及び住宅まちづくり部(タウン推進局)以外の発注案件に係る建設工事及び測量・建設コンサルタント等（設計業務、地質調査業務、測量業務等）の委託関係の入札執行、契約締結並びに支出事務を次のとおり行った。
　　なお、本庁及び府警察本部の発注案件については、契約事務全般を契約局に集約していることから、当グループにおいて工事代金等の支出事務を行った。
	
	件　数（件）
	金　額（円）
	備　　考

	契　約
	９７３
	３９，１５９，２９６，４２４
	

	支　出
	維持需用費
	９，４７１，６００
	

	
	委　託　料
	２，０２９，６３３，４９０
	

	
	工事請負費
	３８，２６４，３８０，７６８
	

	
	計
	４０，３０３，４８５，８５８
	


※　契約件数について、当該年度による当初契約分のみで変更契約は含まない。
２　契約局競争入札審査会工事部会の運営

入札契約事務の透明性、客観性を確保するため総務部契約局競争入札審査会工事部会において、次の審査を行った。

	
	開催回数
	入札参加資格審査
	入札案件に関する参加資格事後審査
	低入札価格調査案件の審査

	Ｈ２７
	２１９回
	１３，２６５件
	２，２７９件
	　　４０件

	Ｈ２８
	２１８回
	１９，０７７件
	２，２６８件
	　　３５件


土木入札グループ

１　建設工事及び測量・建設コンサルタントの委託関係の入札執行及び契約締結事務
　　都市整備部(本庁発注分を除く)及び住宅まちづくり部（タウン推進局）の発注案件に係る建設工事及び測量・建設コンサルタント等（設計業務、地質調査業務、測量業務等）の委託関係の入札執行、契約締結事務を次のとおり行った。
	
	件　数（件）
	金　額（円）
	備　　考

	契　約
	１，２０３
	６５，２０２，２４７，７７１
	


　　※契約件数について、当該年度による当初契約分のみで変更契約は含まない。

建築検査グループ・土木検査グループ
地方自治法第２３４条の２第１項及び同法施行令第１６７条の１５第２項の規定に基づき、工事請負・業務委託契約についての給付の完了の確認検査を行うとともに、公共工事の品質確保の促進に関する法律第７条に基づき、成績評定を行った。
１　建設工事の検査業務
契約局長が契約を締結した建設工事及び契約局長以外が契約を締結したもののうち契約金額が２５０万円（消費税及び地方消費税含む。）を超える建設工事を対象に、完成検査（指定部分完成検査を含む）、中間検査、出来高検査、清算検査を実施した。
検査は建設工事課職員が行う直接検査と、契約局長が各所属の職員を検査員に指定して行う指定検査の方法により実施した。

【検査件数】

	直接検査
	指定検査
	計

	６９４件
	１，１４８件
	１，８４２件


　　　　　　

２　測量・建設コンサルタント等業務委託の検査業務
契約局長が契約を締結した測量・建設コンサルタント等業務委託及び契約局長以外が契約を締結したもののうち契約金額が１００万円（消費税及び地方消費税含む。）を超える測量・建設コンサルタント等業務委託を対象に、完成検査（指定部分完成検査を含む）、出来高検査、清算検査を実施した。
【検査件数】

	直接検査
	指定検査
	計

	２０１件
	１，２２８件
	１，４２９件


３　成績評定の公表
　「大阪府総務部契約局建設工事成績評定要領」等に基づき、監督、検査で確認した施工体制、施工状況、出来形及び出来栄え等の事項について、監督員及び検査員の評定者ごとに独立して、評定を行い、契約局ホームページにおいて公表を行った。

【建設工事成績評定件数】
	建築
	土木
	設備
	計

	１２２件
	６１６件
	４３１件
	１，１６９件


　　　　　　
【測量・建設コンサルタント等業務委託成績評定件数】
	建築
	土木
	設備
	計

	３３３件
	７０４件
	１５２件
	１，１８９件


４　指定検査員等研修
指定検査員・監督職員に対し、適正な検査業務の遂行を図るため、各部局指定検査員等に対し検査業務及び検査技術について定期的な研修を行った。
　　　　【研修実績】
　　　・建築・建築設備検査業務研修会　　　　　実施回数　４回　　　参加人数１７５名

・土木・土木系設備検査業務研修会　　　　実施回数１６回　　　参加人数６２７名

５　検査基準等の改正

(1) 成績評定基準を改正(Ｈ28.10.1)

・「建築工事」、「建築設備工事」、「土木工事」、「設備工事」、「府警交通安全施設工事」について、「法令遵守等の減点」と「主任監督員等における改善指示の減点」との関係整理を主な目的として、運用基準を改正した。

(2) 「施工プロセスチェックリスト」の解説（土木・土木系設備工事編）改正(Ｈ28.10.1)

・記載内容の見直しを行い、現状の施工プロセスチェックリストに整合させると共に根拠等の明確化等を行った。

(3) 成績評定基準を改正(Ｈ29.4.1) 

　・土木工事及び設備工事について、工事成績評定書判断基準の明確化及び文言の修正等を行った。
・設備工事について、土木工事との評価項目の整合を図った。
事務事業実績
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